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１．研究計画の概要 

2003 年、国連総会において教育を普及、健

康を増進、平和を構築する手段としてスポー

ツを重視し、各国の政府はそうしたスポーツ

のもつ可能性を積極的に活用するべきとの

趣旨の決議が採択された。これに代表される

ように、いわゆる「開発」のプロセスの中で

スポーツを活用していこうとする潮流が現

在起こりつつある。本研究ではそうしたスポ

ーツ振興策に関する国際的動向を跡付けな

がら、オセアニア地域を中心に、新たな開発

援助としてのスポーツの活用可能性につい

て検討することを目的とする。 

 

２．研究の進捗状況 

国連開発計画をはじめとする各国際機関

などでも、開発プロジェクトをスポーツと連

動させて展開し、そのなかで民族を融和させ

たり、教育や健康への意識を高めようという

試みが始められており、そうした動向は、「ス

ポーツ大国」と呼ばれるオーストラリアやイ

ギリス、カナダやニュージーランド等のよう

な先進諸国でも同様であることを確認する

ことができた。また各国とも、スポーツから

導かれる副次的効果に大きな期待を寄せな

がら、近年ではそうした「スポーツの力」を

「ソーシャル・キャピタル」という概念と結

びつけ、社会を開発するプロセスにおいてそ

の活用可能性に注目してきている時勢につ

いても跡付けることができた。スポーツクラ

ブは、多元的で多様なコミュニティを社会的

に統合するうえでの重要な場として捉えら

れ、それは弱体化した市民組織を埋め、不十

分な家族関係や教育システムを補完してく

れるものとして大きな期待を集めながら、政

策を遂行する身近な拠点としての機能を求

められつつあり、同時に、これまで対照的に

布置されていた草の根的なスポーツと競技

志向のスポーツの繋がりが、スポーツクラブ

を結節点とする官民一体の「ソーシャル・キ

ャピタル形成」のために一致協力してスポー

ツ振興をサポートする体制を整えつつある

という、現在の世界的なスポーツ政策の全体

的構造についても明らかにしてきている。 
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３．現在までの達成度 

②おおむね順調に進展している。 

理由：スポーツ政策や「ソーシャル・キャピ

タルとスポーツ」について、世界的に著名な

ラッセル・ホイやマシュー・ニコルソンなど

との研究交流を重ねながら、相互の研究成果

について議論を積み重ねてきていることが

できていることと、今後、彼らとの共同研究

を拠点に、世界中の研究者と研究フォーラム

を展開する予定もあるということから、本研

究を継続的に展開していくことにより、日本

におけるスポーツ政策研究の水準を大きく

高められると期待できるため。 

 

４．今後の研究の推進方策 

PRSPや MDGｓなどの包括的なアプローチに

代表されるように、近年の援助戦略の特徴と

して、援助の上位目標が貧困削減へと収斂し、

とりわけ PRSP アプローチの流れの中で、参

加・エンパワメントの開発戦略における主流

化が進んできている。ただし、「コミュニテ

ィ開発」や「セーフティネット」という言葉

を使わずとも、在地の人々独自のやり方でそ

れらに相当する営為を試み、自分たちの生活

向上を目指そうとする局面がある。今後は、

これまであまり検討されてこなかった彼ら

の余暇活動に着目しながら、在地の人々がい

かにして彼らなりのソーシャル・キャピタル

を形成しようとしているのかについて焦点

をあて、とりわけスポーツ活動へ参加するこ

とが、単にスポーツをエンジョイするという

次元を超えて、彼らの日々の暮らしにどのよ

うな影響をもたらすのかについて研究を展

開する予定である。 

 
５. 代表的な研究成果 
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